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第16回ガスWGの概要①

 カーボンニュートラルを実現する上では、基本政策分科会で議論している目安の数値の計算でも、2050年で電化率38％ということは
62％が非電力であり、非電力部門でどういう取組をするかが決定的に重要。非電力の分野でメタネーションが引っ張ってカーボンニュー
トラルをやりきるという決意が必要。最終的に合成メタンの40MJ/㎥だとすると、2040年に40MJ/㎥に一気に下げる、この結論しかな
いと思う。【橘川委員】

 今後熱量をどこまで下げるかは、水素やメタネーションといった脱炭素化技術の進展によるところが大きいため、現時点での方針を決め
た上で必要に応じて見直すことは十分合理的。一方、2050年カーボンニュートラルに向けては、水素や合成メタン、バイオガスの利用
によるさらなる熱量低下の可能性も見据える必要があると考えており、最終的な熱量引き下げ幅やスケジュールが不透明であるからこ
そ、幅広い熱量に対応できる熱量バンド制の利点が活きることも考えられるため、コストだけでなく脱炭素化への効果も踏まえ検討いた
だきたい。参入障壁の低減策について、ガスは電気と異なり卸市場がないことから、新規参入者が参入しやすい調達の仕組みが構築
されることは、競争活性化のために非常に重要と考えており、このような整理を新規参入者としては歓迎する。【佐藤オブザーバー】

 標準熱量の引き下げとか熱量バンドの導入は、熱量の低いガス、特にシェールガスを競争的に調達、供給できるようにする目的であっ
たが、2050年にカーボンニュートラルを実現するという新しい目的が設定され、そこに向けて着実にネットでのCO2ゼロ・エミッションを行
うことになり、目的が大きく変わったことをまず認識する必要。熱量変更にコストがかかることは理解するが、費用発生の予測を精緻に
見た結果と、かつて熱量変更を経験した旧一ガス各社にとって、ガス機器の交換などしっかりとやるべきことをやり終えた経験もあること、
燃料電池の一般的な使用期間は10年といったことを考えると、今から10年を経過したあたりから、標準熱量を引き下げるチャンスが生
じ始める。都市ガス会社からは、色々な方法がありながらも、メタネーションとプロパネーションの併用で、カーボンニュートラルな都市ガス
を現在の熱量のまま供給し続けることも可能であると聞いており、その可能性があるとするとガス業界に少し時間を使っていただいてでも、
真剣にその可能性を高める方向で努力していただきたく、ガス事業者の責務は大きい。都市ガスの成分として合成メタン、合成プロパ
ンの含有率を上げ続けていくことが望ましいと思うし、それが国民への説明責任を果たすことにもなる。2050年に実質ゼロエミになれば
それでよいという考えは本末転倒であり、不確定要素が多過ぎるからといって全てが後ろ倒しになってしまうことを危惧する。都市ガス業
界ができるだけ早くカーボンニュートラルな合成メタンを作り、あるいは調達し、それを通常の都市ガスとしてパイプラインに注入し始めるこ
とが重要。論理的には最終消費者に大きな負担をお願いする可能性がある以上、ガス業界に本気で取り組んでいただき、その進捗を
逐次明らかにしていただきたい。単に標準熱量の引き下げの先送りではなく、2030年代以降のなるべく早期に適切な分だけ標準熱
量を下げることを視野に入れたものであり、その準備を着々と進めるためのLPGの利用ということであれば、その考え方に賛成したい。
【草薙委員】

 第16回ガスWGでは、委員等から下記の趣旨の御意見をいただいた。
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第16回ガスWGの概要②

 第16回ガスWGでは、委員等から下記の趣旨の御意見をいただいた。

 熱量を引き下げて対応するとしても、まともなコストでやるためには、15年とか20年かかることが既に明らかになったことを考えれば、複数
回やるのは極めて難しい。２回やれば二重のコストがかかるのであれば当然一回で済ますことを考えるべきだという事務局の提案はもっ
とも。もしそうだとすると、本来は最有力な選択肢は、40MJ/㎥。現時点で決める必要はなく、これからの色んなイノベーションを踏まえ
て最適な熱量を考えて、一回で一番適切なものにすることになる。プロパネーションがうまくいくかもしれない、CCUSを使って化石も一定
程度使う、という議論があってもいいが、一方で、大きな期待があるのは、水素を直接導管に入れること。大量に入れることが難しいこと
は十分明らかになっていると思うが、一定程度は入れる期待もあることを考えれば、仮に化石が残ったとしても、40MJ/㎥は非常に合
理的な熱量になる可能性が相当ある。これから選択肢を検討するときは40MJ /㎥を中心に考えていただければ。【松村委員】

 熱量が違ってくるということは、もちろん組成も違ってくるわけであり、両方を考えないといけない。2030年ぐらいを目安にして、その時にど
の程度のメタネーションができているか、あるいは、水素がどのくらい天然ガスに置き換わっているかというのを見極めた上で、１回で熱量
引き下げをやるにはどうしたらいいかということを考えていくことが重要。【柏木委員】

 コストの状況などもみていくと、現実的なのは標準熱量制だと思っている。その上で、40MJ/㎥はきちんと検討しなければいけない。次
回以降、具体的な費用対効果はきちんとみていかなければいけないが、低炭素効果と対応コストを精査していくということが重要。また、
いつやるのかというところも重要。色々な不確定要素がある中で難しいところではあるが、きちんとしたマイルストーンを引き、目標を具体
的に据えながら、カーボンニュートラルに向けて進めていくことが大事。【市村委員】

 標準熱量の引き下げをするのであれば、複数回ではなく１回で行うことが合理的。一方で、脱炭素化を早く進めなければいけないとい
うことを考えると、一旦は40MJ/㎥で考えていくべきではないかと感じた。その上で、2050年時点でカーボンニュートラルになればいいと
いうことではなく、できるだけ早く脱炭素化を進めていくことが必要だと思うので、シナリオを早く描くということと、また、大口需要家のところ
から切り替えるとか、あるいはどこかのブロックから切り替えるとか、そういった切り替えのシナリオも描く必要がある。【二村委員】

 メタネーションは必要であり、その中で費用対効果を考えると、やはり標準熱量引き下げになると思う。最終的には40MJ/㎥を目指す
ことを考えると、浸炭業界やガラス業界等は品質問題が懸念されているので、熱量によるものか、組成によるものかということを、最終的
にメタンを入れたところでテストしていただき、技術確立することが必要。その間、熱量は45MJ/㎥を維持し、若干二酸化炭素の削減
量は減ると思うが、全体的なコストを考えると、熱量引き下げは一度に行うべき。【山野委員】

 熱量バンドは難しい。標準熱量を40MJ/㎥まで引き下げた場合のデータを知りたい。【武田委員】
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第16回ガスWGの概要③

 第16回ガスWGでは、委員等から下記の趣旨の御意見をいただいた。

 合成メタンの注入割合を見据えた標準熱量の引き下げが合理的な選択肢になるのではないかと考えている。対応コスト最小化の観
点から一度に引き下げるほうが望ましいとの整理、脱炭素化技術の進展状況を見極めつつ、現時点での方針を決定して、必要に応
じて見直すという整理にも基本的に賛同する。一方、水素の供給量、価格面の見通しに加えて、イノベーション動向の進展に関しては、
不確実性が非常に高い。今後数年間の動向を見極めて、それに応じた方針の柔軟度が非常に重要。【又吉委員】

 40MJ/㎥を検討対象とするのは当然として、状況を見極めつつ2030年頃から始めると、20年後には2050年になり、一発勝負で
カーボンニュートラルできたか否かという話になる。手前の10年で状況を見極めるのではなく、即取り掛かって2040年を目標にするやり
方の方が正しい。世界的なカーボンニュートラルの流れの中、電気ではGAFAのサプライチェーンの中で、RE100の電気でなければ部
材供給まかりならぬという流れになっており、ガスも当然そういう形が来ると思う。まだ45MJ/㎥でCO2を出しながらガスを使っていること
に対してオール電化等の本格的な電化シナリオに対して競争力がなくなると思い、ユーザーのためにも前倒してやることが絶対重要。水
素かメタネーションかプロパネーションかという問題の立て方をしているが、全部ガス業界がやる気にならなければいけない。ガスそのものの
CO２フリーをメタネーションでいく。水素発電も誰かがやらなければ水素インフラはできず、水素発電も石油業界と一緒にやる。結局プ
ロパネーションの技術開発をするのも、東京ガスにしろ東邦ガスにしろ、かなり大きなLPガス部門を持っているわけだから、先頭にも立つ、
水素も、メタネーションも、プロパネーションもやる、40年に40MJ/㎥を目指す、スローガンはフォーティー・フォーティー。【橘川委員】

 最終的に標準熱量40MJ/㎥を目指すことに尽きると思う。新しい技術、プロパネーションなどは、今後どうなるかもわからず、まずはでき
ることをできるだけやっていくという意味で、もっと精力的に今できることを進めていくことをガス業界の方には期待したい。【大石委員】

 仮に2050年（を目標にする）としても、一発勝負ではなく、メタネーションは進めていくとなると、40MJ/㎥に下げるまでの間は増熱す
ることになると思うが、低炭素効果は増熱する場合とそうでない場合でどれだけ違うのかといったところも含めて今後議論していき、どう
いったシナリオが一番望ましいのかということを議論していく必要。【市村委員】

 何かを拙速に決めることでイノベーションの可能性を狭めることはあってはならないと思う一方で、決して先延ばしにはならず、責任を持っ
て取り組んでもらうために、どのような時点でどのような中間目標をどういった形でウォッチしていくのか次回検討を深めたい。【男澤委員】

 メタネーションの普及も見据えて、今後40MJ/㎥の検討も行いたい。一方、技術開発動向には正直色々な不確実性を伴うことから、
CCUS等の多様な脱炭素化手段のイノベーションも追及していくことが重要。多様な技術が確立されれば、比較考慮を行って、経済
合理性の観点で脱炭素化の手段や標準熱量を選択する機会がくると考えられる。今回の対応コスト試算を踏まえたコスト低減への
観点と、脱炭素化に向けた様々な可能性を見極める観点、これを両立するために移行期間を20年程度に設定することが望ましいと
思っているので、様々な手段の可能性も追求しつつ、できることから実施して取組を進めていきたい。【沢田オブザーバー】
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今回ご議論いただきたい点

 第16回ガスWGにおける委員からの御指摘を踏まえ、標準熱量引き下げ（40MJ/㎥）時における機器対策
コスト等に関する追加調査を実施した。

 今回は、上記の調査結果について報告させていただくとともに、その結果を踏まえて最適な熱量制度の選択肢
及び熱量バンド制に関する検討の結論の内容について御意見をいただきたい。

１．対策コストについて

２．脱炭素化に向けた選択肢の検討

３．熱量バンド制に関する検討の結論

目次
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 標準熱量引き下げ（43MJ/㎥）時における機器対策コストについて、関係工業会へのヒアリングに基づき再
精査したところ、以下の試算結果のとおり。また、移行期間15年の場合のコストも追加的に試算を行った。

6

機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（初期コスト） 試算結果

機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（標準熱量引き下げ：43MJ/㎥）

（単位：億円）
※括弧内は再精査前のコスト

対応策 10年 15年 20年 30年

標準熱量
引き下げ

（43MJ/㎥）

機器入替または改
造による対応

①開発検証費
40※１

（26）
39

39※１

（25）
38※１

（24）

②機器更新費
（機器入替or改造）

4,687※２

（4,694）
176

173※２

（174）
172

オンサイト熱量調整
設備による対応

③オンサイト熱量調整設備導入費 0 0 0 0

合計
4,727

（4,721）
216

212
（199）

210
（196）

※1：40MJ/㎥の追加調査時に回答があった板硝子の開発検証費を新たに計上。
※2：業務用燃焼機器のコストを見直したため修正。
※3：国内で使用している全てのガス機器を網羅して計上しているわけではない。
※4：標準熱量引き下げは、「現行のガス供給と同じ程度の熱量変化（ほぼ一定）の場合」を前提に試算。
※5：機器更新費のうち機器入替にかかるコストは、既存機器との差分のみを計上している。
※6：各工業会からの回答があった対策コストに幅がある場合は、最も低いコストを計上している。
※7：影響が強く懸念される一部の機器（雰囲気ガス発生装置及びガラス炉等）については、「影響が不明であり十分な対応策が検討されている状態ではなく、試算は困難」との回答があったため、上記試算には

コストを計上していない。なお、コストを計上していない機器についても、機器への影響が懸念されていないわけではなく、実際に熱量引き下げを実施する場合は、事前の実地検証や（必要に応じて）調整が
必要となるため、これらにかかるコストは発生すると想定される（引き下げ幅が大きくなるほど機器への影響の可能性が高くなるため、より大規模な検証が必要となる。）。また、検証のために機器の稼働を一時
的に停止する必要や、数年に１度の機器点検時のみしか稼働停止が困難な場合がある。

※8：家庭用燃焼機器については、安全上問題なく、使用することは可能であるため、上記試算にはコストを計上していないが、熱量引き下げに伴い、オート機能付きコンロでの加熱不足等、ユーザーの使用感（品
質）が変わる可能性があり、これらの対策を行う場合、コストが発生すると想定される。

※9：特に熱量変動による影響が強く懸念される機器（雰囲気ガス発生装置やガラス炉等）については、熱量引き下げ実施日に懸念される熱量変動への対応策が別途必要となる可能性がある。

 標準熱量引き下げ（42MJ/㎥）時における機器対策コストについて、関係工業会へのヒアリングに基づき再
精査したところ、以下の試算結果のとおり。また、移行期間15年の場合のコストも追加的に試算を行った。
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機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（初期コスト） 試算結果

機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（標準熱量引き下げ：42MJ/㎥）

（単位：億円）
※括弧内は再精査前のコスト

※1：40MJ/㎥の追加調査時に回答があった板硝子の開発検証費を新たに計上。
※2：業務用燃焼機器のコストを見直したため修正。
※3：国内で使用している全てのガス機器を網羅して計上しているわけではない。
※4：標準熱量引き下げは、「現行のガス供給と同じ程度の熱量変化（ほぼ一定）の場合」を前提に試算。
※5：機器更新費のうち機器入替にかかるコストは、既存機器との差分のみを計上している。
※6：各工業会からの回答があった対策コストに幅がある場合は、最も低いコストを計上している。
※7：影響が強く懸念される一部の機器（雰囲気ガス発生装置及びガラス炉等）については、「影響が不明であり十分な対応策が検討されている状態ではなく、試算は困難」との回答があったため、上記試算には

コストを計上していない。なお、コストを計上していない機器についても、機器への影響が懸念されていないわけではなく、実際に熱量引き下げを実施する場合は、事前の実地検証や（必要に応じて）調整が
必要となるため、これらにかかるコストは発生すると想定される（引き下げ幅が大きくなるほど機器への影響の可能性が高くなるため、より大規模な検証が必要となる。）。また、検証のために機器の稼働を一時
的に停止する必要や、数年に１度の機器点検時のみしか稼働停止が困難な場合がある。

※8：家庭用燃焼機器については、安全上問題なく、使用することは可能であるため、上記試算にはコストを計上していないが、熱量引き下げに伴い、オート機能付きコンロでの加熱不足や、ガス種判別機能付き温
水器での排ガスの臭気変化等、ユーザーの使用感（品質）が変わる可能性があり、これらの対策を行う場合、コストが発生すると想定される。
（家庭用燃焼機器の対策コストを計上した場合、 10年：9,723億円、15年：5,244億円、20年5,199億円、30年：5,197億円）

※9：特に熱量変動による影響が強く懸念される機器（雰囲気ガス発生装置やガラス炉等）については、熱量引き下げ実施日に懸念される熱量変動への対応策が別途必要となる可能性がある。

対応策 10年 15年 20年 30年

標準熱量
引き下げ

（42MJ/㎥）

機器入替または改
造による対応

①開発検証費
43※１

（29）
42

42※１

（28）
39※１

（26）

②機器更新費
（機器入替or改造）

4,703※２

（4,709）
182

180※２

（178）
180※２

（176）

オンサイト熱量調整
設備による対応

③オンサイト熱量調整設備導入費 0 0 0 0

合計
4,746

（4,739）
224

222
（206）

219
（202）



 前回の委員からの御指摘を踏まえ、標準熱量引き下げ（40MJ/㎥）時における機器対策コストを関係工業
会へのヒアリングに基づき試算したところ、以下の試算結果のとおり。

8

機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（初期コスト） 試算結果

機器対策コスト・オンサイト熱量調整設備導入コスト（標準熱量引き下げ：40MJ/㎥）

（単位：億円）

※1：国内で使用している全てのガス機器を網羅して計上しているわけではない。
※2：標準熱量引き下げは、「現行のガス供給と同じ程度の熱量変化（ほぼ一定）の場合」を前提に試算。
※3：機器更新費のうち機器入替にかかるコストは、既存機器との差分のみを計上している。
※4：各工業会からの回答があった対策コストに幅がある場合は、最も低いコストを計上している。
※5：40MJ/㎥については試算不能との回答であったが、42MJ/㎥のコスト試算を行っている機器については、42MJ/㎥と同額を計上している。
※6：影響が強く懸念される一部の機器（雰囲気ガス発生装置及びガラス炉等）については、「影響が不明であり十分な対応策が検討されている状態ではなく、試算は困難」との回答があったため、上記試算には

コストを計上していない。なお、コストを計上していない機器についても、機器への影響が懸念されていないわけではなく、実際に熱量引き下げを実施する場合は、事前の実地検証や（必要に応じて）調整が
必要となるため、これらにかかるコストは発生すると想定される（引き下げ幅が大きくなるほど機器への影響の可能性が高くなるため、より大規模な検証が必要となる。）。また、検証のために機器の稼働を一時
的に停止する必要や、数年に１度の機器点検時のみしか稼働停止が困難な場合がある。

※7：家庭用燃焼機器については、安全上問題なく、使用することは可能であるため、上記試算にはコストを計上していないが、熱量引き下げに伴い、オート機能付きコンロでの加熱不足や、ガス種判別機能付き温
水器での排ガスの臭気変化、暖房の立ち上がりに係る時間や乾燥にかかる時間が長くなる等、ユーザーの使用感（品質）が変わる可能性があり、これらの対策を行う場合、コストが発生すると想定される。
（家庭用燃焼機器の対策コストを計上した場合、 10年：10,627億円、15年：6,105億円、20年6,103億円、30年：6,100億円）

※8：特に熱量変動による影響が強く懸念される機器（雰囲気ガス発生装置やガラス炉等）については、熱量引き下げ実施日に懸念される熱量変動への対応策が別途必要となる可能性がある。

対応策 10年 15年 20年 30年

標準熱量
引き下げ

（40MJ/㎥）

機器入替または改
造による対応

①開発検証費 48 47 47 45

②機器更新費
（機器入替or改造）

4,734 213 211 211

オンサイト熱量調整
設備による対応

③オンサイト熱量調整設備導入費 0 0 0 0

合計 4,782 261 258 255

9

（参考）第16回ガス事業制度検討WG（2021年２月16日）資料４ 事務局資料より抜粋のうえ、一部加工（※）

※：移行期間15年の場合の機器対策コストを追加。



（参考）標準熱量引き下げによるガス機器への影響について

 関係工業会への調査等に基づき、標準熱量引き下げ（44MJ/㎥・ 43MJ/㎥・ 42MJ/㎥・40MJ/㎥ ）によ
るガス機器への影響を「性能」、「安全性」、「製品品質」の視点から評価したところ、以下のとおり。

10

性能 安全性 製品品質※1

標準熱量制引き下げ 標準熱量制引き下げ 標準熱量制引き下げ

44MJ/㎥ 43MJ/㎥ 42MJ/㎥ 40MJ/㎥ 44MJ/㎥ 43MJ/㎥ 42MJ/㎥ 40MJ/㎥ 44MJ/㎥ 43MJ/㎥ 42MJ/㎥ 40MJ/㎥

ガスエンジン[出力:200～9000ｋW] ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲

工
業
炉

工業炉（一般） ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

雰囲気ガス発生装置(浸炭用) × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ × × × ×

ガラス炉

ガラスびん ▲ × × ×※３ ▲ ▲ ▲ ▲※３ ▲ × × ×※３

板硝子 ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電気硝子/硝子繊維 大手 ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲

その他硝子製品 中小 × × × × ○ ○ ○ ○※３ × × × ×

空調機
吸収冷温水機 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

GHP ○ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ × ×

業務用

燃焼機器

スチームコンベクションオーブン・フライヤ・レンジ・小型

焼物器・麵ゆで器
▲ ▲ ▲ ▲ ○※4 ○※4 ○※4 ○※4 ▲ ▲ ▲ ▲

蒸し器・大型焼物器・立体炊飯器・連続炊飯装置 ▲ ▲ ▲ ▲ ○※4 ○※4 ○※4 ○※4 ▲ ▲ ×× ××

家庭用

燃焼機器

温水機器 ○ ○ ○ ×× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ××

衣類乾燥機/ガス暖房機器 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

こんろ ○ ○ ▲ ×× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ××

炊飯器/ガスオーブン ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲

燃料電池 ▲ ▲ ×× ×× ○※5 ○※5 ○※5 ○※5 ×× ×× ×× ××

天然ガス自動車※2 ○ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

○ ：影響なし ▲ ：影響の可能性がある ✕ ：影響あり（ヒアリング結果） ✕✕ ：影響あり（実機検証結果）※1：工業炉、業務用燃焼機器については、該当製品を用いて製造される商品。空調機などは、コントロールされる空気。
※2：天然ガス自動車は、関係工業会の要望により、今年度調査より追加。
※3：関係工業会からは、「技術的にしっかり検討した上で回答したいため、評価なし。」との回答があったため、事務局にて42MJ/㎥と同様の評価を記載している。
※4：第三者認証品など、家庭用の基準であるJIS S 2103 等の規格に準拠するよう開発されている機器に限る。
※5：不安全な状態に至る前に自動停止となるシステムとなっているため、「影響なし」の評価(運転が継続できず本来の機能が発揮できない)
※6：表に記載のガス機器は、安全面・性能面等の影響が大きいと考えられる主な燃焼機器例であり、国内で使用されている全てのガス機器を網羅している訳ではない。
※7：当該評価は、機器毎の大半を占める評価を表しているものであり、中には異なる評価の機器も存在する。
※8：標準熱量引き下げは、「現行のガス供給と同じ程度の熱量変化（ほぼ一定）の場合」を前提に評価。

○ ▲ × ××

 標準熱量を引き下げた場合に必要なコストを試算したところ、以下のとおり。

11

必要なコストについて（標準熱量引き下げ：44MJ/㎥・43MJ/㎥・42MJ/㎥ ・40MJ/㎥ ）

機器対策
コスト

製造設備・導管設備・
料金システムの新設・改

修コスト

熱量計
・流量計
設置コスト

周知コスト 合計

移
行
ま
で
の
期
間

10

年

標
準
熱
量

４４MJ/㎥ 4,605 67 ０ 39 4,711

４３MJ/㎥ 4,727（4,721） 179 0 39 4,946（4,939）

４２MJ/㎥ 4,746（4,739） 212 0 39 4,996（4,989）

４０MJ/㎥ 4,782 375 0 39 5,196

移
行
ま
で
の
期
間

15

年

標
準
熱
量

４４MJ/㎥ 104 67 ０ 39 211

４３MJ/㎥ 216 179 0 39 434

４２MJ/㎥ 224 212 0 39 475

４０MJ/㎥ 261 375 0 39 675

移
行
ま
で
の
期
間

20

年

標
準
熱
量

４４MJ/㎥ 104 67 ０ 39 211

４３MJ/㎥ 212（199） 179 0 39 431（417）

４２MJ/㎥ 222（206） 212 0 39 472（456）

４０MJ/㎥ 258 375 0 39 672

移
行
ま
で
の
期
間

30

年

標
準
熱
量

４４MJ/㎥ 103 67 ０ 39 209

４３MJ/㎥ 210（196） 179 0 39 428（415）

４２MJ/㎥ 219（202） 212 0 39 470（452）

４０MJ/㎥ 255 375 0 39 669

（単位：億円）
※括弧内は精査前のコスト

※四捨五入により各項目の合計値と合計欄の値は一致しない。
※標準熱量引き下げの場合、減熱設備の導入が必要になる可能性があるが、導入費用は計上していない。
※上記コストは、初期コストのみ。
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（参考）第16回ガス事業制度検討WG（2021年２月16日）資料４ 事務局資料より抜粋のうえ、一部加工（※）

※：業務用燃焼機器のコストを見直したため修正（修正箇所：熱量バンド制の移行前機器対策コスト及び移行前合計）。

１．対策コストについて

２．脱炭素化に向けた選択肢の検討

３．熱量バンド制に関する検討の結論

目次

13
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具体的な選択肢の検討

 これまで、（１）最適な熱量制度への移行までの対策コスト・移行期間、（２）低炭素化効果、（３）脱
炭素化技術の進展状況・価格、等の点を考慮しながらご議論をいただいてきたが、ガスのカーボンニュートラル
（以下「CN」と表記する。）化までの移行イメージを描きながら、現時点で考えられる最適な熱量制度の選
択肢及びいつまでに当該熱量制度に移行することか適切か、ご議論いただきたい。

 併せて、どのような目標を設定し、どのようなスケジュールで当該熱量制度に移行することが適切かについてもご
議論いただきたい。

（１）対策コスト・移
行期間

• 移行期間は大別して10年、15年、20年、30年が想定され、移行期間に応
じて対策コストが変わることとなるが、いずれの移行期間を選択することが合理
的か。

（３）脱炭素化技術
の進展状況・価格

（２）低炭素化効果

熱量制度
（標準熱量制

又は
熱量バンド制）

考慮要素

• メタネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずにガス導管に注入する場
合、引き下げる熱量幅が大きいほど、バンド幅の下限が低いほど、注入量の増
加により低炭素化効果を大きくすることが可能となるが、2050年CNを実現す
るためにはどのような熱量制度とすることが合理的か

• 不確実性が大きく、様々な手法を駆使して2050年の都市ガスCN化に取り組
む必要があるが、どのように取り組むか。

15

都市ガスのCN化までの移行イメージ

 都市ガスのCN化に向けては複数の手段を検討しつつ進めていく必要があるが、CN実現に向けた移行期にお
いても段階的かつ着実に低炭素化に取り組むことが重要。

 需要側では、産業分野などにおける天然ガスシフトを着実に促進するとともに天然ガスの高度利用を進め、供
給側ではCNメタン及びバイオガスの注入量拡大、水素の直接利用等ガスのCN化を段階的かつ着実に進める
ことが必要。

（参考）日本ガス協会カーボンニュートラルチャレンジ2050より抜粋

※図中に記載の手段に加えて、CCUSや海外削減貢献、カーボンニュートラルLNG等にも積極的に取り組み、ガスのカーボンニュートラル化を目指す
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（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工

17

（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工
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（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工

19

 どのような熱量制度に移行するかにかかわらず、熱量制度を変更するまでの移行期も段階的かつ着実に低炭
素化に取り組むことが重要であるが、LPG添加による増熱を行わずに約40MJ/㎥の合成メタン等のCNガス
の混合量を増加させれば、都市ガスの熱量は低下することとなる（下図参照）。

 変更後の熱量制度への機器対応が完了するまでの間に供給されるガスの熱量が下がることとなれば、機器に
不測の影響を生じかねないことから、移行期においては合成メタン等のCNガスの混合量を増加させつつも、
LPG添加による増熱を行い標準熱量45MJ/㎥を維持することが妥当と考えられるのではないか。この場合、合
成メタン等のCNガスの混合量割合が大きくない段階にあっては、CO2排出量削減率への影響は限定的であり、
一定程度の低炭素化効果が見込まれる。

（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工

移行期の熱量制度と低炭素化効果
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（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工

※第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）において柴田委員（一般財団法人日本エネルギー経済研究所研究主幹）より日本ガス協会の
試算の正確性を評価し、日本ガス協会の試算を支持する趣旨の発言があったことを踏まえ、低炭素化効果の試算にあたっては日本ガス協会の試算値を用いることとする。

21

 熱量制度の選択肢ごとに移行期間、対策コスト、低炭素化効果を比較すると以下のとおり。

（１）対策コスト・移行期間、（２）低炭素化効果

熱量幅（合成メタン混合量割合） 移行期間 対策コスト（億円） 低炭素化効果（※２）

標準熱量制

44MJ/㎥（19％vol）

10年 4,711

約17％
15年 211

20年 211

30年 209

43MJ/㎥（38％vol）

10年 4,946

約35％
15年 434

20年 431

30年 428

42MJ/㎥（58％vol）

10年 4,996

約55％
15年 475

20年 472

30年 470

40.3MJ/㎥（90％vol）

10年 5,196

約89％
15年 675

20年 672

30年 669

熱量バンド制

44~46MJ/㎥

10年 88,962

ー20年 7,349

30年 4,319

43～45MJ/㎥（※1）

10年 89,071

約17％（※１）
※１ 標準熱量制（44MJ/㎥）と同一と仮定

20年 7,464

30年 4,435

（※２）P19及びP20記載のとおり、第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料に示された考え方を元に再試算
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 いかなる熱量制度に移行するかは、2050年CNを達成する複数の手段のうち、技術の実現可能性、実現時
期及びコストの大小を総合的に考慮して決定すべきではないか。

 その際、2050年CNを実現するためのガス体エネルギーのポートフォリオは脱炭素化技術の進展等に大きく左
右される点に留意する必要があるのではないか。

（３）脱炭素化技術の進展状況・価格

技術の実現可能性を見極めつつ、①+②+③の総コストが最も低廉となる手段により2050年CNを実現する必要。

原料 水素（③） ネガティブエミッション 熱量（※）

LNG CNメタン バイオガス等 直接利用

①（CNメタン100％） 100％ 40MJ

①（CNメタン90％）＋③ 90％ ５％ ５％ 40MJ

①（CNメタン70％）＋②＋③ 10％ 70％ 10％ 10％ 要（LNG10％分） 40MJ

①（CNメタン40％）＋②＋③ 40％ 40％ 10％ 10％ 要（LNG40％分） 42MJ

…… …… …… …… …… …… ……

2050年CN
① 非化石
② 化石+ネガティブエミッション
③ 再エネ水素等の活用

＜CN実現のためのガス体エネルギーのポートフォリオ＞

化石

非化石

原料

LNG

CNメタン
バイオガス

増熱財

CNプロパン
（プロパネーション）

CO2排出

＜ネガティブエミッション＞
CCUS
クレジットによる相殺
DACCS
植林 等

都市
ガス

水素 直接供給

ー

ー

LPG

＜2050年CNの選択肢（例）＞（※）CNLPGにより増熱する選択肢も考えられる。
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（参考）第36回基本政策分科会（2021年１月27日）資料２ 事務局資料より抜粋
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（参考）第36回基本政策分科会（2021年１月27日）資料２ 事務局資料より抜粋

25

（参考）第36回基本政策分科会（2021年１月27日）資料２ 事務局資料より抜粋
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 これまでの対策コストの試算結果によれば、熱量バンド制は標準熱量制に比べて対策コストが膨大となるため、
現時点では熱量バンド制に比べて標準熱量の引き下げがより適切な熱量制度と考えられるのではないか。

 また、対策コストを抑制しつつ2050年CNを確実に達成する観点から、移行期間は15～20年としてはどうか。

 標準熱量制を採用する場合、低炭素化効果を考慮すれば、合成メタン等のCNガスを増熱せずに既存のガ
ス導管に注入することが可能となる40MJ/㎥を引き下げ熱量の目標としてはどうか。

 ただし、2050年CNを実現するための脱炭素化技術の進展等の動向は不確実性も大きい点に留意する必要
があるのではないか。

選択肢の検討①

現時点では移行期間15～20年で、標準熱量制（40MJ/㎥）へ移行することが2050年CNを達成するために最適な熱量制度ではないか。

（１）対策コスト
・移行期間

• 移行期間を30年に設定しては2050年CNの実現が達成困難。
• 移行期間を15年以上とすれば機器対策コストを大幅に低減可能。また、移行期間

15年、20年、30年の場合で機器対策コストは大きく異ならない。
• 家庭用燃焼機器等について、例えば40MJ/㎥とする場合、安全上は問題なく使用

できるが、製品品質（需要家の使用感）が変化しうる。

（３）脱炭素化
技術の進展状況・

価格

（２）低炭素化
効果

熱量制度
（標準熱量制

又は
熱量バンド制）

考慮要素

• メタネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずにガス導管に注入する場合、
引き下げる熱量幅が大きいほど、また、バンド幅の下限が低いほど、注入量の増加に
より低炭素化効果を大きくすることが可能となる。

• 不確実性が大きく、様々な手法を駆使して2050年の都市ガスCN化を目指す必要。
• 日本ガス協会は、イノベーションが順調に進んだ場合の2050年の到達点の一例とし

て、既存の都市ガスインフラを有効活用できるカーボンニュートラルメタンを90％として
いる。

評価

 移行期間15～20年で標準熱量制（40MJ/㎥）へ移行するとしつつ、いつ標準熱量の引き下げを実施する
べきか。また、最適な熱量制度の確定はいつまでに行うこととすべきか。

 メタネーションによる合成メタン等のCNガスを導入する場合、水素の安定調達、価格低減が不可欠であり、例
えば原料の90％をCN化するためには約1300万tの水素が必要となる一方、水素利用は2030年に最大
300万t、2050年に2000万tを目標としていることを踏まえれば、2040年までにメタネーションにより原料の
CN化を達成するために必要となる水素量を確保することは現時点では困難であると考えられる。

 また、メタネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずに既存のガス導管に注入することが可能となる標
準熱量制（40MJ/㎥）へ移行することとしつつ、同時に、将来的に安定的かつ安価にCNなガスの供給を可
能とする技術の導入・拡大を可能とすべく、2050年CNを実現するためのガス体エネルギーのポートフォリオの検
討は継続的に行っていく必要がある。

 以上の事情を総合的に勘案し、移行期間を15～20年とすることを踏まえれば、現時点では2045年～
2050年に標準熱量の引き下げを実施することとし、そのためには、事前の検証を行った上で2030年に移
行する最適な熱量制度を確定することとしてはどうか。

 そして、CNを実現する最適な熱量制度への移行を着実に進めるため、ガスの低炭素化効果（CN化率）等
といったマイルストーンを設定し移行までの進捗状況を確認していくこととしてはどうか。具体的には、2030年
のマイルストーンについては日本ガス協会が発表している取組の内容も踏まえて速やかに検討・決定することとし、
それ以降のマイルストーンについては2030年に最適な熱量制度を確定するタイミングで併せて設定し、例えば
その後５年おきに検証していくこととしてはどうか。

 なお、合成メタンの供給可能量は水素、合成メタンといった脱炭素燃料の利用状況、CCUS等といった脱炭素
化技術の進展状況に大きく左右されることから、移行する最適な熱量制度についてはエネルギー政策全体にお
ける都市ガス事業の位置づけや今後の技術開発動向、家庭用燃焼機器の対応状況等を踏まえ、必要に応
じて2025年頃に検証を行うこととする。

選択肢の検討②
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（参考）第６回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（2021年2月24日）資料3 日本ガス協会説明資料より抜粋の上一部加工
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（参考）第38回基本政策分科会（2021年３月11日）資料１ 事務局資料より抜粋



移行までのスケジュール（イメージ） １/２

主な項目 内容 備考

移行期間 • 移行期間が15年以上であればコストが大幅に低減可能であることから、約15～20年とする。

熱量・供給ガス

• 低炭素化効果を考慮し、合成メタン等のCNガスを増熱せずに既存のガス導管に注入することが可能
となる40MJ/㎥を引き下げ熱量の目標とする。

• なお、40MJ/㎥ではなく、40MJ/㎥より大きく45MJ/㎥未満の熱量に引き下げる場合であっても、機
器対応をはじめ必要な対応項目、所要時間に大差は生じない。

• 対策コストを低減する観点から、45MJ/㎥Jから40MJ/㎥へ一度で熱量を引き下げるものとする。
• 熱量の引き下げは全国大で実施。引き下げる時期については、需要家の機器対応にかかる時間、

LNGの調達状況、製造・供給設備への影響を考慮して、一定の期間の幅の中で各事業者が判断。

• 様々な可能性と不確実
性があるため、メタネーショ
ン以外の手段も追求。

• 導管を相互に接続してい
る事業者間では熱量を
可能な限り一致させる観
点から、可能な限り同時
期に熱量を引き下げる。

機器
対応

• １G・２Gのガス事業者が標準熱量引き下げを実施する場合、自社で熱調をしていない卸先事業
者も同時実施となり、短期間に多くの対策実施要員が必要。

• 消費機器対策は、工業会及び日本ガス協会からのヒアリングをもとに、以下の通り分類。
（a）引き下げ実施前対策（燃料電池等）
引き下げ実施前に可能な限り機器の買替による対応完了数を増やすため、45MJ/㎥と40MJ/
㎥双方に対応できる機器を開発。

（b）引き下げ実施時対策（工業炉等）
事前：需要家先での実地検証、対応策の検討、機器の開発検証等を実施。
引き下げ実施時：需要家を訪問し、機器調整・改造等を実施。
（c）引き下げ実施後対策（家庭用燃焼機器等）
設置台数の多い家庭用燃焼機器は、安全上は問題なく使用することが可能であり、引き下げ実
施後に需要家の求めに応じて機器性能を調整するものと分類するが、熱量引き下げに伴い製品
品質（需要家の使用感）が変わりうると想定されるため、機器によっては（a）又は（ｂ）の対
策も並行して検討することが必要。

• （b）及び(c）の機器も
可能な限り（a）へ移行
させ、切り替え時に必要
な対策期間を減少させる。

製造・供給設備、
システム対応

• 引き下げ判断から実施までの期間で、事業者ごとの設備の状況に応じて、計画的に実施。

需要家対応 • 個別周知、マスメディアへの発信、コールセンターの設置等

 最適な熱量制度に移行するにあたり、どのような目標を設定し、どのようなスケジュールで当該熱量制度に移行
することが適切か、概ね以下の考え方を前提としつつ次頁の通り案を作成した。
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主な項目
2020年代 2030年代 2040年代 2050年

標準熱量45MJ

熱量・供給ガス
• １G、２G（導管卸先含む）
• 自社熱調設備を有する３G・４G
事業者

機器
対応

要員計画

(a)引き下げ実
施前対策

• 燃料電池（例）

(b)引き下げ実
施時対策

• 工業炉（例）

(c)引き下げ実
施後対策

• 家庭用燃焼機器（例）

製造・供給設備、システム対応

• 付臭設備の増強等
• 本支管・整圧器の増強
• 昇圧防止装置の位置替え等
• 料金改定（単価変更） 等

需要家対応
• 供給条件変更の説明
• 対策済器機への買替案内

マイルストーン（ガスのCN化率） ※定期的に達成状況を把握・検証
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（※）現時点では移行期間15～20年で、標準熱量制（40MJ/㎥）へ移行することが2050年CNを達成するために最適な熱量制度であるとすること。

標準熱量40MJ

検討、事業者ごとに実施

検討、事業者ごとに実施

実施要員の計画的手配準備・シフト作成等
※必要に応じて他社からの応援要請等も想定

検討、機器開発、検証 需要家の機器買替

引き下げ
実施

★最適熱量の決定（※）

移行準備開始 ★最適熱量の確定

対応策の検討、
機器開発、検証、実地検証

機器調整・改造
（引き下げ実施時）

需要家の求めに応じて対応（a）又は（b）の検討

★CN化率
100％

移行までのスケジュール（イメージ） ２/２

★2030年のマイルストーンを速やかに検討・決定

★2030年以降のマイルストーンを決定



１．対策コストについて

２．脱炭素化に向けた選択肢の検討

３．熱量バンド制に関する検討の結論

目次
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（１）熱量バンド制に関する検討の中間整理

 現行の標準熱量制から熱量バンド制への移行について、諸外国における都市ガスの供給状況や制度設計の
在り方を踏まえつつ、LPG・LNGの市況、熱量調整に関する燃焼機器及び導管等の設備への影響及びこれら
の対策コスト試算等を実施し、第12回ガスＷＧ（2020年２月21日）を踏まえて以下のとおり論点の中間
整理を行った。

 諸外国の実態調査からは、日本と熱量バンド制を導入している欧州とでは天然ガスの調達方法や導管網の
整備状況等が異なること、欧州でも一部の需要家に熱量安定化のための対策が必要になっていることがわかっ
た。また、燃焼機器への影響調査と熱量バンド制に移行した場合の対策コスト試算等の調査では、現在の標
準熱量制を基準として、標準熱量引き下げや、熱量バンド制の４つのバンド幅（44~46MJ/㎥、43～
45MJ/㎥、42~46MJ/㎥、 40~46MJ/㎥ ）の選択肢を比較すると、バンド幅が大きくなればなるほど、効
果に比べてコストがより大きく超過することがわかった。

 しかしながら、コストについては、例えばバンド幅が比較的小さい場合には、機器対策コストが限定されると想定
され、また、課金方法等の制度設計によっては、コストの低減化も考えられ、定性的な評価も含めて総合的な
判断の可能性がある。加えて、小さなバンド幅であったとしても、仮に導入することとなれば、制度やシステム等
の対応が行われることになるため、必要に応じて将来に大きなバンド幅への移行を選択肢として検討を行う際に、
ハードルを下げることに資すると想定される。

 これらを踏まえ、令和２年度においては、現行の標準熱量制と比較しつつ、標準熱量の引き下げ（44MJ/㎥
等）及び小さいバンド幅（44~46MJ/㎥、43～45MJ/㎥）の３つの選択肢について優先的に取り上げ、
具体的な制度設計の検討を進めながら、引き続き検討を行うこととする。

熱量バンド制に関する検討の結論（案）



（２）中間整理を踏まえた検討結果

 中間整理を踏まえ、標準熱量の引き下げ（44MJ/㎥）及び小さいバンド幅（44～46MJ/㎥、43～
45MJ/㎥）の３つの選択肢について追加影響調査を実施し、また、熱量バンド制等へ移行する場合を想定
して課金方法、対策コストの費用負担者、同時同量や振替供給等の託送制度見直しの検討、事業者ごとに
異なる熱量バンド幅の導入、実施までのスケジュールといった項目について具体的な制度設計の検討を行った。

 追加影響調査により、仮に標準熱量の引き下げあるいは小さいバンド幅へ移行する場合、耐用年数に合わせ
た機器更新を行えば一定程度対策費用を低減できること、標準熱量の引き下げは熱量バンド制に比べてコス
トが相対的に小さくなること、が明らかとなったが、LNG・LPGの価格差を踏まえた増熱材（LPG）添加コスト
の削減効果は機器対策コストと比べて相対的に小さく、定量的な評価ではいずれの選択肢を選択した場合で
あっても移行には一定程度コストを要し、直ちには効果がコストを上回らないことがわかった。

 他方、定量的な評価に加えて、熱量バンド制導入の定性的な効果である、LNG調達多角化及び供給安定
性向上、バイオガス・水素・メタネーション技術によって生成される低熱量ガスの導管への将来的な注入可能性
（及びそれによって得られる低炭素化効果）向上についても留意する必要がある。この効果は標準熱量の引
き下げによっても得られる。

 2020年10月に我が国が目指すべき方向性として菅総理が「2050年カーボンニュートラル（CN）」を宣言し、
エネルギー分野を中心とした取組を進めることが必要であるところ、上記の定性的な効果を考慮しつつ、2050
年のガス体産業の絵姿を描きながら最適な熱量制度について検討を進めることとした。

 都市ガスの2050年CNを達成するための有望な選択肢の１つとしてメタネーションによる合成メタンをガス導管
に注入することが考えられるところ、低熱量の合成メタン（約40MJ）を増熱せずに直接ガス導管により多く注
入することを見据え、標準熱量を43MJ/㎥、42MJ/㎥及び40MJ/㎥へ引き下げた場合についても選択肢とし
て検討すべくそれぞれ移行コストの試算を行い、その結果熱量バンド制への移行に比べてコストが相当程度小
さく、同時に低炭素化効果を十分に得られることがわかった。

熱量バンド制に関する検討の結論（案）
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（３）熱量バンド制の検討の結論

 対策コスト・移行期間、都市ガスの2050年CNを見据えた低炭素化効果、脱炭素化技術の進展状況・価格
といった観点から、熱量バンド制及び標準熱量制のうちいずれの選択肢が最適か検討を行った。

 これまでの対策コストの試算結果によれば、熱量バンド制は標準熱量制に比べて対策コストが膨大となるため、
現時点では熱量バンド制に比べて標準熱量の引き下げがより適切な熱量制度と考えられる。

 また、対策コストを抑制しつつ2050年CNを確実に達成する観点から、移行期間は15～20年とする。

 標準熱量制を採用する場合、引き下げ後の標準熱量ごとに低炭素化効果を比較検討する必要がある。メタ
ネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずにガス導管に注入する場合、引き下げる熱量幅が大きいほ
どCNガスの注入量の増加により低炭素化効果を大きくすることが可能となり、小さい熱量の引き下げ幅でCNを
達成するためには、合成メタンの技術開発に加え、LNG由来の都市ガスを燃焼させた際に生じる炭素の除去
技術（ネガティブエミッション）の進展も前提とすることが必要となる。

 標準熱量を40MJ/㎥とすれば、合成メタンを増熱せずに都市ガス導管に注入することでCNガスを活用した
2050年CNを実現できる蓋然性を高めることができ、42MJ/㎥または43MJ/㎥に引き下げる場合と比べてコス
トが著しく大きくなることもないことから、現時点では40MJ/㎥へ標準熱量を引き下げることが合理的である。
ただし、40MJ/㎥とする場合、家庭用燃焼機器について安全上は問題なく使用することができるものの、製品
品質（需要家の使用感）が変化しうると想定されることから、可能な限りコストを抑えつつ、製品品質を良好
に維持するための対応を検討することが必要である。

熱量バンド制に関する検討の結論（案）



36

熱量バンド制に関する検討の結論（案）

（３）熱量バンド制の検討の結論

 メタネーションによる合成メタンを増熱せずに既存のガス導管に注入することが可能となる標準熱量（40MJ/
㎥）へ移行することとしつつ、同時に、将来的に安定的かつ安価にCNなガスの供給を可能とする技術の導
入・拡大を可能とすべく、2050年CNを実現するためのガス体エネルギーのポートフォリオの検討は継続的に
行っていく必要があるが、移行期間を15～20年とすることを踏まえ、現時点では2045～2050年に標準熱
量の引き下げを実施することとし、事前の検証を行った上で2030年に移行する最適な熱量制度を確定さ
せることとする。

 そして、CNを実現する最適な熱量制度への移行を着実に進める観点から、ガスの低炭素化効果（CN化
率）等の指標をもとにガスのカーボンニュートラルの達成状況を定期的に把握・検証するなどして、移行までの
進捗状況を確認していく。

 なお、合成メタンの供給可能量は水素、合成メタンといった脱炭素燃料の利用状況、CCUS等といった脱炭素
化技術の進展状況に大きく左右されることから、移行する最適な熱量制度についてはエネルギー政策全体にお
ける都市ガス事業の位置づけや今後の技術開発動向、家庭用燃焼機器の対応状況等を踏まえ、必要に応
じて2025年頃に検証を行うこととする。
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（参考）第13回ガス事業制度検討WG（2020年7月10日）資料3 事務局資料より抜粋
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（参考）第15回ガス事業制度検討WG（2020年12月25日）資料4より抜粋
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対策コスト

10年 15年 20年 30年

ガスエンジン
[出力:200～9000ｋW]

開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.2

機器更新費 5 5 5 5

工業炉

工業炉(一般)
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 86 86 86 86

雰囲気ガス発生装置
(浸炭用)

開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガラス炉
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

空調機

吸収冷温水機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 5 5 5 5

GHP
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：44MJ/㎥）
（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：44MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

業務用
燃焼機器

レンジ
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

立体炊飯器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

連続炊飯装置
開発検証費 0.6 0.6 0.6 0.5

機器更新費 ― ― ― ―

麺ゆで器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.02 0.001 ―

ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

大型焼物器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

小型焼物器
開発検証費 0.5 0.5 0.5 0.4

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

フライヤ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.02 0.003 0.0002 ―

蒸し器
開発検証費 0.4 0.4 0.4 0.3

機器更新費 0.001 0.0002 ― ―

（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：44MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

家庭用
燃焼機器

ガスこんろ
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガス温水機器
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

暖房機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

衣類乾燥機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

燃料電池
家庭用・業務・産業
用

開発検証費 5 5 5 5

機器更新費 4,500 ― ― ―

天然ガス自動車
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

合計 4,605 104 104 103

※四捨五入により各機器の合計値と合計欄の値は一致しない。

（単位：億円）
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対策コスト

10年 15年 20年 30年

ガスエンジン
[出力:200～9000ｋW]

開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.7

機器更新費 9 9 9 9

工業炉

工業炉(一般)
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 86 86 86 86

雰囲気ガス発生装置
(浸炭用)

開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガラス炉
開発検証費 24 24 24 24

機器更新費 ― ― ― ―

空調機

吸収冷温水機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 13 13 13 13

GHP
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 12 12 12 12

（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：43MJ/㎥）
（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：43MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

業務用
燃焼機器

レンジ
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

立体炊飯器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

連続炊飯装置
開発検証費 0.6 0.6 0.6 0.5

機器更新費 59 56 53 52

麺ゆで器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.02 0.001 ―

ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

大型焼物器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

小型焼物器
開発検証費 0.5 0.5 0.5 0.4

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

フライヤ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.02 0.003 0.0002 ―

蒸し器
開発検証費 0.4 0.4 0.4 0.3

機器更新費 0.001 0.0002 ― ―

（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：43MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

家庭用
燃焼機器

ガスこんろ
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガス温水機器
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

暖房機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

衣類乾燥機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

燃料電池
家庭用・業務・産業
用

開発検証費 10 10 10 10

機器更新費 4,500 ― ― ―

天然ガス自動車
開発検証費 2 1 1 1

機器更新費 7 ― ― ―

合計 4,727 216 212 210

※四捨五入により各機器の合計値と合計欄の値は一致しない。

（単位：億円）
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対策コスト

10年 15年 20年 30年

ガスエンジン
[出力:200～9000ｋW]

開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.7

機器更新費 9 9 9 9

工業炉

工業炉(一般)
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 86 86 86 86

雰囲気ガス発生装置
(浸炭用)

開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガラス炉
開発検証費 24 24 24 24

機器更新費 ― ― ― ―

空調機

吸収冷温水機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 14 14 14 14

GHP
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 12 12 12 12

（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：42MJ/㎥）
（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：42MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

業務用
燃焼機器

レンジ
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

立体炊飯器
開発検証費 0.8 0.8 0.8 0.4

機器更新費 4 3 5 5

連続炊飯装置
開発検証費 0.6 0.6 0.6 0.5

機器更新費 59 56 53 52

麺ゆで器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.02 0.001 ―

ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

大型焼物器
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.2

機器更新費 11 1 1 1

小型焼物器
開発検証費 0.5 0.5 0.5 0.4

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

フライヤ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.02 0.003 0.0002 ―

蒸し器
開発検証費 2 2 2 2

機器更新費 0.1 0.1 0.1 0.1

（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：42MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

家庭用
燃焼機器

ガスこんろ
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガス温水機器
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

暖房機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

衣類乾燥機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

燃料電池
家庭用・業務・産業
用

開発検証費 10 10 10 10

機器更新費 4,500 ― ― ―

天然ガス自動車
開発検証費 2 1 1 1

機器更新費 7 ― ― ―

合計 4,746 224 222 219

※四捨五入により各機器の合計値と合計欄の値は一致しない。

（単位：億円）
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対策コスト

10年 15年 20年 30年

ガスエンジン
[出力:200～9000ｋW]

開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.7

機器更新費 15 15 15 15

工業炉

工業炉(一般)
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 86 86 86 86

雰囲気ガス発生装置
(浸炭用)

開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガラス炉
開発検証費 27 27 27 27

機器更新費 ― ― ― ―

空調機

吸収冷温水機
開発検証費 1 1 1 1

機器更新費 39 39 39 39

GHP
開発検証費 1 1 1 1

機器更新費 12 12 12 12

（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：40MJ/㎥）
（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：40MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

業務用
燃焼機器

レンジ
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

立体炊飯器
開発検証費 0.8 0.8 0.8 0.4

機器更新費 4 3 5 5

連続炊飯装置
開発検証費 0.6 0.6 0.6 0.5

機器更新費 59 56 53 52

麺ゆで器
開発検証費 0.2 0.2 0.2 0.1

機器更新費 0.1 0.02 0.001 ―

ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.1 0.01 0.001 ―

大型焼物器
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.2

機器更新費 11 1 1 1

小型焼物器
開発検証費 0.5 0.5 0.5 0.4

機器更新費 0.01 0.001 0.0001 ―

フライヤ
開発検証費 0.7 0.7 0.7 0.3

機器更新費 0.02 0.003 0.0002 ―

蒸し器
開発検証費 2 2 2 2

機器更新費 0.1 0.1 0.1 0.1

（単位：億円）
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（参考）機器対策コスト試算結果詳細（標準熱量引き下げ：40MJ/㎥）

対策コスト

10年 15年 20年 30年

家庭用
燃焼機器

ガスこんろ
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

ガス温水機器
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

暖房機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

衣類乾燥機
開発検証費 ― ― ― ―

機器更新費 ― ― ― ―

燃料電池
家庭用・業務・産業
用

開発検証費 10 10 10 10

機器更新費 4,500 ― ― ―

天然ガス自動車
開発検証費 2 1 1 1

機器更新費 7 ― ― ―

合計 4,782 261 258 255

※四捨五入により各機器の合計値と合計欄の値は一致しない。

（単位：億円）
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2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめ（ポイント：現状、役割）

 ガス事業は、2017年4月の小売全面自由化等のガスシステム改革に取り組んでおり、ガス事業者も様々な取組を始めている。
 ガスを取り巻く環境は大きく、かつ、急速に変化している。世界規模でのCO2削減取組強化・脱炭素化の要請、自然災害の頻発化・激甚化、国際的LNG需
給構造の変化、少子高齢化・人口減少、デジタル化の進展などへの対応が求められている。菅総理も2050年カーボンニュートラル実現を目指すことを宣言。

「2050年に向けたガス事業の在り方研究会」を開催し、脱炭素化、レジリエンス強化、経営基盤強化という３Ｅの観点からガスの役割・取組を整理。

2050年に向けたガスの役割

現状

 我が国の産業・民生部門のエネルギー消費量の約６割は熱の利用であり、電力より多い。特に産業分野では、電化による対応が難しい
高温域も存在。ガスの脱炭素化が熱の脱炭素化に大きく貢献できる。また、ガスコージェネレーションシステム（ガスコジェネ）を活用すれ
ば熱と電気を両方利用することができ、熱を有効活用した分散型エネルギーシステムの推進においてガスは役割を果たす。

 天然ガスは化石燃料の中でCO2排出量が少ない。石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換によって需要家のCO2削減を図ることで、
トランジション期の低炭素化に貢献できる。

 再生可能エネルギー（再エネ）とガスコジェネとの組み合わせにより、ガスは地域における再エネの調整力として期待できる。また、再エネ余
剰電力から水素・合成メタンの製造により、電力の貯蔵・活用につながる。

 水素発電、アンモニア発電などはガス体エネルギーによる発電。再エネ以外の電力の脱炭素化の担い手として役割がある。

 ガスは導管が埋設されているため風雨の影響を受けにくく、大部分は耐震性も備え、耐震性向上の取組も継続。
 エネルギー源や原料調達の多様化、エネルギーネットワークの多様性の確保等を図ることが、我が国のレジリエンス強化に資する。
 ガスコジェネ等による分散型エネルギーシステムによりレジリエンス強化が期待できる。デジタル技術活用で更に高いレジリエンスも見込める。
 再エネ主力電源化に伴い、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoG（電力の貯蔵・活用）とGtoP（ガスコ
ジェネによる発電）を適切に行い需給の最適化を図りながら電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレ
ジリエンス強化に資する。

 ガス事業者は、様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業として、新規事業者との競争や連携を通じて、産業全体の効率性
の向上や新たな市場の開拓を進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。

 エネルギー需要が拡大する国際市場を開拓していく役割を担っていく。我が国のLNG利用の経験等により、アジアの国々がLNGを導入する
際の支援が期待される。

 天然ガス利用拡大による低炭素化や、合成メタン等カーボンニュートラルガス導入による脱炭素化への積極的な取組が期待される。

 ガス事業者は、ほとんどが地域に根ざし、地域での高い信頼を得ている。電力等も含め地域の需要家が必要とするエネルギーやサービスを
提供し、地域の様々な社会課題に自治体や地域企業と一体で取り組み、地方創生やSDGsに貢献することが期待される。

 水素やバイオガス等地域資源を活用した脱炭素化に資する取組を通じて、地方における脱炭素化の担い手となることが期待される。また、
電気とガスの融合（セクターカップリング）の実現に向けて、地方ガス事業者は大きなポテンシャルを有している。

脱炭素化に
資する

ガスの役割

高い
レジリエンスに
資する

ガスの役割

総合エネルギー企業
としての

ガス事業者の役割

地域課題解決に
資する

ガス事業者の役割
3

対応の方向性・具体的な取組

脱炭素化に資するガスの役割

手段 主な課題 対応の方向性/具体的な取組

全体  ガスの脱炭素化（合成メタン等カー

ボンニュートラルガス導入促進）

 ガスの脱炭素化に資する熱量
制度の整備

 CO2削減量のカウントの整理

 熱の有効利用に資する分散型
エネルギーシステムの推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度の整備（例え
ばエネルギー供給構造高度化法への位置づけ等）

（官民）カーボンニュートラルガスの導入促進に向
け官民で取組を推進する体制の整備

 （民）低熱量のカーボンニュートラルガスの比率増
加を踏まえた熱量引き下げ

 （官）カーボンニュートラルに資するCO2削減量の
カウントの整理

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコジェネ、VPP
などデジタル技術等を活用した分散型エネルギー
システム（エネルギーの面的利用）の推進

メタネーション  メタネーション設備の大型化、
更なるイノベーション

 安価な水素・CO2の調達

 （官民）技術開発の促進、実証事業の実施
（NEDO事業等）

 （官民）海外サプライチェーン構築に向けた取組
の推進（FS調査・実証の検討）

 （民）安価な水素製造の技術開発

カーボンニュート
ラルLNG

 クレジット付LNG(カーボンニュート

ラルLNG、CNL)導入促進
 （民）ガス事業者・民間団体等によるCNLの社

会的価値向上に向けた取組の推進

天然ガス＋
CCS/CCU

 CCSの実施場所の確保
 CCUSの技術開発

 （官）CCSの適地選定
 （官民）CCUS技術開発の推進（需要家側での

CCUS事業の実用化等）

DACCS  DACの技術開発  （官民）技術開発の促進

水素直接利用  安価な水素供給

 需要側機器等での対応

 国内輸送・貯蔵のためのインフ
ラ整備

 （官民）国内外水素サプライチェーン構築・水電
解装置大型化等のための技術開発・実証

 （官民）水素発電や水素バーナー等の実装に向
けた技術開発等

 （民）地域ポテンシャル可能性調査、適地等選
定（地方ガス事業者参画）、モデル事業検討

バイオガス  バイオガスの導入促進  （民）ガス事業者の主体的取組の推進、日本ガ
ス協会等による積極的支援（地域ポテンシャル可能

性調査等の実施）

トランジションに
おける燃料転
換

 産業部門の需要家等の熱需
要の脱炭素化

 （官民）石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換
の推進、高効率ガスコジェネ等導入支援

 （官民）トランジション・ファイナンスの促進

高いレジリエンスに資するガスの役割

手段 主な課題 対応の方向性/具体的な取組

電気・ガスの安
定供給

 安定供給に資する燃料の確保
 ガスインフラの整備

 （官民）緊急時も含めたLNGの安定供給確保
 （官民）ガスインフラの強靱性の向上

デジタル化  スマートメーターの普及

 保安の高度化

 （官民）ガス・電気等の共同検針の検討、デジタ
ルを活用した新サービス等の検討

 （官民）スマート保安の取組の推進

分散型エネル
ギーシステム

 分散型エネルギーシステムの推
進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコジェネ、VPP
などデジタル技術等を活用した分散型エネルギー
システム（エネルギーの面的利用）の推進

 （官）強靭化に向けガスコジェネ等導入支援

電気・ガスの融
合

 セクターカップリングの推進  （官民）PtoG：合成メタン製造等技術開発、
GtoP：分散型エネルギーシステムの推進

 （官）セクターカップリングの導入推進策等の検討

総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割

手段 主な課題 対応の方向性/具体的な取組

総合エネルギー
企業化

 国内外への事業展開の更なる
促進

 （民）LNGサプライチェーンにおける取組（調達先の
多様化、トレーディング、LNG取引の最適化、海外エネル
ギーサービス事業の展開、連携、デジタルを活用した新たな

サービスなど）の推進
 （官）LNGサプライチェーンにおける取組を促進す

る環境整備

地域課題解決に資するガス事業者の役割

手段 主な課題 対応の方向性/具体的な取組

地域における
脱炭素化・低
炭素化

 地域資源を活用した地域の脱
炭素化（エネルギーの地産地消）

 脱炭素化技術の地方展開
 地域におけるセクターカップリン

グの推進
 トランジションにおける地域の熱

需要のCO2削減

 （民）ガス事業者の主体的取組の推進（再エネ・

水素等の積極的な取組）、日本ガス協会等の積極
的支援（地域ポテンシャル可能性調査等）、同業種・
他業種・金融・自治体との連携

 （官民）石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換
の推進、高効率ガスコジェネ等導入支援

ガス事業者の
経営基盤強化

 電気・ガスの両事業に取り組む
など経営の多角化

 デジタル技術の活用
 同業種・他業種・金融・自治

体等ステークホルダーと連携
 地域社会の課題解決へ貢献

 （民）ガス事業者自らの主体的な取組の推進
（電気・LPガスなど経営多角化の推進、業務効率化や新

サービス創出に資するデジタル技術の活用、同業種・他業
種との連携、脱炭素化やまちづくりなど地域社会の課題解
決に関する自治体・金融等との連携）

 （官民）日本ガス協会・経済産業局等による積
極的支援（成功事例の横展開、伴走型支援等）

2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめ（ポイント：対応の方向性/具体的な取組）
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１．2050年に向けたガス事業の在り方研究会
中間とりまとめ（ポイント）

２．2050年に向けたガス事業の在り方研究会
中間とりまとめ（概要）

概要

 ガス事業は、天然ガスの安定供給の確保、ガス料金の最大限抑制、利用メニューの多様化と事業機会拡大、天然ガ
ス利用方法の拡大といった目的意識の下、2017年４月の小売市場の全面自由化等のガスシステム改革に取り組
んでおり、従来からの他エネルギーとの競合に加え、都市ガス間競争が進展しているほか、ガスにとどまらない多様なサー
ビスが提供されるなど、ガス事業者も様々な取組を始めたところ。

 一方、ガス事業を取り巻く環境は大きく、かつ、急速に変化している。世界規模でのCO2削減取組強化・脱炭素化
の要請や、自然災害の頻発化・激甚化に伴いエネルギー安定供給確保のためのインフラ強靱化の要請が今までより一
層高まっていることに加え、国際的なLNG需給構造の変化、少子高齢化・人口減少によるガス需要の変化、AIや
IoTといったデジタル化の進展、そして新型コロナウィルス感染症に伴う生活様式の変化等、ガス事業者は国内外の多
様な環境変化に即応した対応が求められている。

 これらの変化に十分に対応できない場合、ガスを単純に供給する事業を継続することはいずれ困難になるおそれがあ
るという危機意識の下、需要家にとって主要なエネルギーを供給するガス事業は環境適合、安定供給、経済効率
（３Ｅ）の観点から、以下のような高度化を進めることが必要と考えられる。

① 環境適合：サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化

② 安定供給：安全・安心な社会に向けたレジリエンス強化

③ 経済効率：安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

 これらの論点と方策について、気候変動問題、デジタル化等のテクノロジー、新ビジネス等の国内外の最新の知見を収
集して多角的に検討を行うため、ガス事業のみならず他分野の事業者の取組等を聴取し、様々な分野の有識者と検
討を行う「2050年に向けたガス事業の在り方研究会」を2020年9月に設置した。

 その後、2020年10月の所信表明演説において、菅内閣総理大臣が我が国が2050年にカーボンニュートラルを目
指すことを宣言したことに伴い、カーボンニュートラルに向けた議論が加速したことを踏まえ、脱炭素化についてはより丁
寧に議論を行った。

 2050年に向け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化について、求められるガスの役割をまとめるととも
に、それぞれの役割を果たすための課題及びその解決に向けた方向性や取組を整理し、官民で進めることを目指し
て、本研究会の「中間とりまとめ」を行う。 6



脱炭素化に資するガスの役割①

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化に
ついて、ガスの強みを踏まえれば、ガスは次のような役割を担うと考えられる。

7

＜１．熱の利用＞

 我が国の産業・民生部門におけるエネルギー消費量の約6割は熱であり、電力より多い。特に産業分野においては、電化
による対応が難しい高温域も存在しており、ガスがこの分野を支えていくことが考えられる。ガスの脱炭素化により熱の脱
炭素化に大きく貢献できる。

 また、ガスは需要地で熱に変換するため、電気で熱を製造する場合に比べエネルギー効率が高い。ガスコージェネレーショ
ンシステムを活用すれば熱と電気の両方を利用することができる。熱を有効活用した分散型エネルギーシステムの推進に
おいてガスは役割を果たす。

 水素の直接利用が一層拡大し、CO2の減少により合成メタンが減少する可能性もある。あらゆる選択肢を追求する観
点から、ガスの役割として水素を活用した産業用の熱利用を開発していくことが必要と考えられる。

 民生部門の熱需要については、当分の間、天然ガス供給が役割を果たしつつ、ガスの脱炭素化を進めることにより、熱の
脱炭素化に資すると考えられる。他方、電力との代替可能性があり、合成メタン等のカーボンニュートラルガスと脱炭素化
された電力の価格差がある場合等に、ガスではなく電力が選択される可能性があることに留意が必要。また、民生部門の
熱需要において水素の直接利用を拡大するには、既存インフラをどのように活用して水素等を供給するか等、制度面・技
術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえつつ、継続的な検討が必要。

脱炭素化に資するガスの役割

脱炭素化に資するガスの役割②

＜２．需要家のCO2削減＞

 天然ガスは化石燃料の中でCO2排出量が少ない。

 石炭・石油等から天然ガスへの燃料転換によりCO2排出量の削減に繋がるため、トランジション期の低炭素化に貢献でき
る。

 DACCS等の炭素除去（ネガティブエミッション）技術が当面は高コストであることを鑑みれば、トランジション期は需要
家のCO2排出量を徹底的に削減することが必要不可欠。自家用発電設備や船舶などの燃料の転換や、総合エネル
ギー効率の高いガスコージェネの活用によるCO2排出削減にガスは大きな役割を果たす。また、需要家が利用するガス
機器から排出されるCO2を分離・回収して利用するCCUSも、需要家のCO2吸収に有効。

 合成メタン等のカーボンニュートラルガスの活用を通じてガスの脱炭素化を図ることにより、ガスの需要家の既存設備を活
用して需要家のカーボンニュートラル化に貢献できる。

 水素利用拡大を見据え、産業部門をはじめとする熱分野での水素利用技術を開発する場合、これまで培ってきた、需要
家と一緒になって天然ガス機器を開発してきた経験、ガス体エネルギーを扱って培われたノウハウ、需要家との近さといっ
たガス事業の強みを活かせば、需要家の水素活用拡大において主体的な役割を果たせると考えられる。需要家の水素
活用拡大を官民一体となって強力に進めることにより、脱炭素化が進む中においても、我が国の産業競争力の強化に貢
献できる。
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脱炭素化に資するガスの役割（続き）



脱炭素化に資するガスの役割③

＜３．再生可能エネルギーの調整力＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で再生可能エネルギー等の最大限活用が検討されているが、再生可能エネルギーは
自然条件によって出力が変動するため、需要と供給を一致させる調整力の確保が必要。

 既に地域において再生可能エネルギーとガスコージェネレーションを組み合わせ、デジタル技術を活用した出力変動調整の
実証が行われており、ガスは地域における再生可能エネルギーの調整力となることが期待できる（熱の有効利用も期待
できる。）。

 地域において、再生可能エネルギーとその調整力であるガスコージェネレーションといった複数の供給力を持つことで、分散型
エネルギーシステムが拡がり、地域のレジリエンス向上に繋がる。

 また、将来的に再生可能エネルギーの余剰電力から水素を製造し、合成メタンや水素直接利用等を通じて電力の貯
蔵・活用に繋げていくことも考えられる。

＜４．再生可能エネルギー以外の電力の脱炭素化の担い手＞

 電力部門の脱炭素化を進める上で、再生可能エネルギー以外の選択肢として、CCUS火力や水素発電、アンモニア発
電などが考えられているが、これらの発電はガス体エネルギーによる発電であるため、その担い手としてガスの役割があると
考えられる。
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脱炭素化に資するガスの役割（続き）

高いレジリエンスに資するガスの役割

 ガスは導管が埋設されていることから風雨の影響を受けにくく、大部分は耐震性も備え、継続的な耐震性向上の取組
も行われている。台風等による被害もガスは電力等に比べて極めて限定的。

 エネルギー供給において、エネルギー源の多様化や原料調達の多様化を図るとともに、送配電網に加えてガス供給網も
含めたエネルギーネットワークの多様性を確保すること及びそれらの強靭化を図ることが、我が国におけるレジリエンス強
化に資する。

 ガスコージェネレーション等による分散型エネルギーシステムにより、地域のレジリエンス強化が期待できる。

 ガスの脱炭素化を図ることにより、既存インフラを活用してカーボンニュートラルな都市ガスを供給することができる。デジタ
ル技術を活用すれば更に高いレジリエンスも見込まれる。これらの取組を通じてガスの供給高度化を図ることにより、低炭
素化・脱炭素化が進む中においても、既存インフラの活用を通じて、国民負担を抑制しつつ、引き続き高いレジリエンス
を維持・向上することができる。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）を行う (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資すると考
えられる。また、ガスコージェネレーションの大型化のニーズが今後高まる可能性がある。

 (新設する)中低圧導管での水素供給は現行のガス技術基準での適合が確認されており、高いレジリエンスを維持・向
上しつつ、ローカルエリアでの将来の水素直接利用を期待することができる。
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高いレジリエンスに資するガスの役割



総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割

 エネルギーシステム改革により、ガス事業者をはじめとするエネルギー関係企業が相互に市場参入を行える環境が整備さ
れ、それぞれの強みを基礎にして効率性や付加価値の高いサービスの供給を競争しながら新たな需要を獲得していくこと
で、様々なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業へと発展していくことを促し、事業の多角化による収益源
の拡大や、事業分野毎に重複して保有されていた設備・事業部等の集約化等を可能とする。これにより、総合エネル
ギー企業は、経営基盤の強化を進め、活発な競争を勝ち抜くための新たな投資を積極的に推進していく主体となるとと
もに、異分野から参入してきた新規事業者との競争や連携を通じて、産業全体の効率性の向上や新たな市場の開拓を
進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。

 また、エネルギーに関わる様々な事業を行う運営能力や経営基盤を強化した総合エネルギー企業は、エネルギー需要が
拡大する国際市場を開拓していく役割を担っていくことも考えられる。

 こうした中、燃料調達やトレーディング、海外IPP事業やデジタル技術を活用した新事業を含む多様な分野で内外の企
業間連携が進みつつある。こうした新たな連携や総合エネルギー企業化に向けた取組を通じた競争力強化や国際展開
が更に進んでいくことが期待される。

 世界に先駆けてLNGを本格的に利用してきた我が国の経験と整備されたインフラは、アジアの国々が今後LNGの利用
を拡大していく際に共有できる資産として活用できる可能性がある。アジアの国々が、LNGの導入を進めるための制度や
インフラの整備を進めていく際、我が国が、上流も含めたLNGサプライチェーン整備へのファイナンス・技術協力を行うことや、
貯蔵施設を活用した仲介事業を行うことで、アジアのLNG導入国が効率的に新たなエネルギー供給構造を構築してい
くことを支援することが可能であり、そのような役割が期待される。

 加えて、カーボンニュートラルに向けた国内外の動向等を踏まえれば、ガス事業者は、上流においても中下流においても脱
炭素化に向けた取組が求められている。このため、ガス事業者は、これまで培ってきたLNGバリューチェーンにおける強み
を活かしながら、必要に応じて他の事業者等と連携しつつ、国内外で、天然ガスの利用拡大を通じた低炭素化に貢献す
るとともに、合成メタン等カーボンニュートラルガスの導入による脱炭素化に積極的に取り組む役割が期待される。

11

総合エネルギー企業としてのガス事業者の役割

地域課題解決に資するガス事業者の役割

 人口減少・少子高齢化の時代において、地方における地域社会の担い手が減少し、地域経済が縮小している。また、
地域の魅力・活力が損なわれ、生活サービスの維持が困難になるおそれがある。

 ガス事業者は、ほとんどが地域に根ざしており、安定供給の実績と着実な保安の実施により地域での高い信頼を得てい
る。ガス供給のみならず、電力等も含め地域の需要家が必要とするエネルギーやサービスを提供するとともに、脱炭素化
やまちづくりといったその地域の様々な社会課題に自治体や地域企業と一体となって取り組み、地方創生やSDGs(持
続可能な開発目標)に貢献することが期待される。

 また、分散型エネルギーシステムの中で、デジタル技術を活用しつつ、再生可能エネルギーの余剰電力から水素や合成メ
タンを製造し、電力を貯蔵・活用する(Power to Gas、 PtoG)とともに、ガスコージェネレーションによる発電（＋熱の利
用）もする (Gas to Power、GtoP)ことにより、再生可能エネルギーの平時の課題（出力変動、出力制御）を解決し、
非常時の課題（需給逼迫、停電）にも備えることができる。このため、再生可能エネルギーの主力電源化の進展に合
わせて、分散型エネルギーシステムの中で、電気・ガスのデータ連携によりPtoGとGtoPを適切に行い需給の最適化を
図りながら、電気とガスの融合（セクターカップリング）を目指すことが、我が国の更なるレジリエンス強化に資する。こ
の実現に向けて、地方ガス事業者は大きなポテンシャルを有していると考えられる。

 このような取組、あるいは水素やバイオガス等地域資源を活用した脱炭素化に資する取組を通じて、地方における脱
炭素化の担い手となることが期待される。

 これらの期待に応えることにより、結果として各事業者の経営基盤の強化に資するとともに、地方における脱炭素化を進
めるためのエネルギー供給者としての役割を果たすことができると考えられる。

12

地域課題解決に資するガス事業者の役割
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ガスの主な役割（イメージ）
ガスの役割

レジリエンス

脱
炭
素
化

電力

再エネの調整力

産業部門
民生部門
運輸部門
（非電力）

ガスの形態

現在 2030 2050 今世紀後半

再エネ以外の
電力の

脱炭素化の
担い手

熱の利用
高温域の熱需要

熱電併給
ガス供給

（ガス体の変遷イメージ）

需要家の
CO2削減

将来については相当程度の不確実性があることに留意が必要。

※１ CN-LNG：クレジットを活用してカーボンニュートラル（CN）と見なせるもの。
※２ 水素とCO2からメタンを合成する技術。水素化の一つ。

天然ガス

水素・アンモニア専焼発電

燃料転換
（合成メタン）

熱電併給・ガス供給
（合成メタン）

燃料転換
（石炭→天然ガス）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス）

火力＋CCUS
火力への水素・アンモニア混焼発電

燃料転換
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

※4 民生部門の熱需要におけるガス供給は電力との代替可能性あり。また、水素を既存の大規模ネット
ワークを活用して供給するには制度面・技術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえた検討が必要。

天然ガス＋CCUS
CN-LNG※1

燃料転換※3

（水素・アンモニア）
•水素バーナー・水素ボイラー等

熱電併給・ガス供給※4

（水素）
•水素コージェネや燃料電池

（当初湾岸部中心。徐々に供給網拡大）

メタネーション※2による
合成メタン

水素直接利用・アンモニア

※3 既に活用されている副生水素は除く。

再エネ
＋ガスコージェネ

（天然ガス）
再エネ

＋水素コージェネ

再エネ
＋CNガスコージェネ

天然ガス＋CCUS
CN-LNG

再エネ
＋CNガスコージェネ

（合成メタン）

高いレジリエンスの維持・向上
（分散型エネルギーシステムの推進、デジタル技術の活用）
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 ガスの役割を踏まえ、以下のような主な課題、対応の方向性、具体的な取組が考えら
れる。

ガスの役割を果たすための取組（1/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

全体  ガスの脱炭素化（合成
メタン等のカーボンニュート
ラルガスの導入促進）

 ガスの脱炭素化に資す
る熱量制度の整備

 CO2削減量のカウント
の整理

 熱の有効利用に資す
る分散型エネルギーシ
ステムの推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度
の整備

（官民）カーボンニュートラルガスの導
入促進に向けた取組の推進

 （民）低熱量のカーボンニュートラル
ガスの比率増加を踏まえた熱量引
き下げ

 （官）カーボンニュートラルに資する
CO2削減量のカウントの整理

 （官民）再生可能エネルギー、熱を
有効活用したガスコジェネ、VPPを
はじめとしたデジタル技術等を活用
した分散型エネルギーシステム（エネ

ルギーの面的利用）の推進

 （官）ガスの脱炭素化に資する制度の検
討（例えばエネルギー供給構造高度化法へ

の位置づけ等）
（官民）カーボンニュートラルガスの導入
促進に向けた他業種も含めた官民での
検討体制の整備

 （官）標準熱量引き下げに向けた準備・
検討（技術動向等を踏まえた見直しを含む。
ガス事業制度検討WG）

 （官）カーボンプライシングの議論も踏ま
えたクレジットのあり方の検討、カーボン
ニュートラルに資するCO2削減量のカウ
ントの整理の検討

 （官民）再生可能エネルギー、熱を有効
活用したガスコジェネ、VPPをはじめとし
たデジタル技術等を活用した分散型エ
ネルギーシステムについて、ガス事業者
自らの主体的な取組や、同業種・他業
種・金融等との連携、先進事例支援
(地方自治体との連携など成功事例の横展開

(日本ガス協会)、モデル実証等)による推進
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ガスの役割を果たすための取組（2/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

メタネーショ
ン

 設備の大型化、更なる
イノベーション

 安価な水素・CO2の
調達

 （民）社会実装に向けた技術開発
（官）技術開発支援

 （官民）海外サプライチェーンの構築に
向けた取組の推進

 （民）安価な水素製造の技術開発

 （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進、実証事業の実施

 （官民）水素・CO2調達も見据えた
資源開発等海外事業の多角化・連
携の検討
（官民）海外サプライチェーン構築のた
めのFS調査・実証の検討

 （民）水電解装置の低コスト化など研
究開発の促進

カーボン
ニュートラ
ルLNG
（CNL）

 クレジット付きLNG
(カーボンニュートラルLNG、

CNL)の導入促進

 （民）CNLの導入促進に向けた取組
の推進

 （民）ガス事業者・民間団体等による
CNLの社会的価値向上に向けた取
組の推進

天然ガス
＋
CCS/CC
U

 CCSの実施場所の確
保

 CCUSの技術開発

 （官）CCSの適地選定

 （官民）CCUS技術開発の推進

 （官）国内外のCCS適地の確保に向
けた検討（石油・天然ガス小委員会）

（官）上流開発時のCCSを促進する
制度等を検討（石油・天然ガス小委員
会）

 （民）需要家側でのCCUS事業の実
用化に向けた技術開発の促進
（官民）NEDO事業等の活用による
技術開発支援、実証事業の実施

DACCS  DACの技術開発  （官民）DAC技術開発支援  （官民）NEDO事業等の活用による
技術開発の促進
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ガスの役割を果たすための取組（3/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

水素直接
利用

 安価な水素供給

 需要側機器等での対
応

 国内輸送・貯蔵のため
のインフラ整備

 （官民）国内外の水素サプライチェーン
の構築・大型化等

 （官民）水素の燃焼特性等に対応し
た機器の社会実装

 （官民）費用対効果の高いエリア等で
の水素専用導管の整備等

 （官民）水電解装置の大型化等のた
めの技術開発を通じた低コスト化

 （官民）国際水素サプライチェーン構
築のための技術開発・実証
（官民）水素発電や水素バーナー等
の実装に向けた技術開発等

 （民）地域におけるポテンシャル可能
性調査等の実施、適地・事業者の
選定（地方ガス事業者の参画）、モデ
ル事業の検討

バイオガス  バイオガスの導入促進  （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源活用の可能性
の把握

 （民）ガス事業者自らの主体的な取
組の推進、日本ガス協会等による積
極的な支援（地域におけるポテンシャル
可能性調査等の実施）
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ガスの役割を果たすための取組（4/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

脱炭素化に
資するガスの
役割

トランジショ
ンにおける
燃料転換

 産業部門の需要家等
の熱需要の脱炭素化

 （官民）熱需要の脱炭素化に向けて
徹底的なCO2削減を行うため、石
炭・石油等から天然ガスへの燃料転
換の推進（ガスの脱炭素化も推進）

 （官民）石炭・石油等から天然ガスへ
の燃料転換の推進(LNGバンカリング含

む)、高効率ガスコジェネ等導入支援
 （官民）トランジション・ファイナンスの促

進とロードマップの策定

（参考）2050年カーボンニュートラル実現に向けて

 2050年カーボンニュートラルを実現するためには、脱炭素化の有望な手段の一つとして考えられて
いるメタネーションを中心に、以下の取組を進めていくことが必要。

 他方、2050年カーボンニュートラルの実現という高い目標を達成するには、各事業者等がそれぞ
れ単独で取り組むことは難しく、供給側・需要側の民間企業や政府など関係する様々なステーク
ホルダーが連携して取り組むことが重要である。

 このため、例えば水素やアンモニアなど他燃料のように、官民が一体となって課題解決に向けた取
組を推進する体制を整備する。

出典：第31回 総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（令和3年3月2日）資料2

＜今後の取組＞

 2030年までに既存インフラへ合成メタン注入（1％以上）を開始し、メタネーションの実用化を目指す。
2050年には90％注入（水素必要量1,296万トン、CO2削減量0.8億トン）し、水素直接利用等その他の方法と
合わせて都市ガスのカーボンニュートラル化を目指す。

 より高効率に合成メタンを製造できる革新的技術開発にも取り組む。

 再生可能エネルギーの発電コストが相対的に安価な海外のサプライチェーン構築を進める。

 これらの取組を通じて、2050年までに合成メタンの価格が現在のLNG価格と同水準となることを目指す。

18
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ガスの役割を果たすための取組（5/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

高いレジリエ
ンスに資する
ガスの役割

電気・ガス
の安定供給

 電気・ガスの安定供給
に資する燃料の確保

 ガスインフラの整備

 （官民）緊急時も含めたLNGの安定
供給確保

 （官民）ガスインフラの強靱性の向上

 （官民）LNG在庫の急激な減少等緊
急時のLNG安定供給確保策の検討

 （官民）ガスインフラの強靱性向上に向
けた取組の推進

デジタル化  スマートメーターの普及

 保安の高度化

 （官民）スマートメーターの導入・普及

 （官民）スマート保安の取組の推進

 （官民）ガス・電気等の共同検針のた
めの仕様の標準化等の検討（次世代
スマートメーター制度検討会、共同検針IF会

議）、デジタルを活用した新サービス等
の検討

 （官民）保安におけるデジタル技術の活
用の検討(スマート保安官民協議会)

分散型エ
ネルギーシ
ステム

 分散型エネルギーシス
テムの推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技
術等を活用した分散型エネルギーシ
ステム(エネルギーの面的利用)の推進

 （官民）コンパクトシティ政策や地域
熱供給事業、コミュニティーガス事業
等と連携したスマートシティの実現

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進

 （官民）再生可能エネルギー、ガスコ
ジェネ、VPPをはじめとしたデジタル技術
等を活用した分散型エネルギーシステ
ムについて、ガス事業者自らの主体的
な取組や、同業種・他業種・金融等と
の連携、先進事例支援(地方自治体と
の連携など成功事例の横展開(日本ガス協

会)、モデル実証等)による推進
 （官）国土強靭化の観点からのガスコ

ジェネ等導入支援

電気・ガス
の融合

 セクターカップリングの推
進

 （官民）地域での再エネ主力電源化
に伴い、電気・ガスのデータ連携によ
るPtoG（Power to Gas）とGtoP
（Gas to Power）の需給の最適化
を通じたセクターカップリングの促進

 （官民）PtoGを実現するための合成メ
タンや水素製造等の技術開発、GtoP
を実現するための分散型エネルギーシス
テムの推進（ガスコージェネの大規模化）

 （官）セクターカップリングの導入推進策
等の検討
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ガスの役割を果たすための取組（6/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

総合エネル
ギー企業とし
てのガス事業
者の役割

総合エネル
ギー企業化

 国内外への事業展開
の更なる促進

 （民）新たな市場の開拓や様々なエネ
ルギー供給サービスの実施など総合エ
ネルギー企業としての国内外への展
開

 （官）LNGサプライチェーンにおける取
組を促進する環境整備

 （民）LNGサプライチェーンにおける取
組（調達先の多様化、トレーディング、
LNG取引の最適化、海外エネルギーサービ
ス事業の展開、連携、デジタルを活用した

新たなサービスなど）の推進
 （官）LNGサプライチェーンにおける取

組を促進する環境整備
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ガスの役割を果たすための取組（7/7）

役割 手段 主な課題 2050年を見据えた
対応の方向性

2030年に向けた
具体的な取組

地域課題解
決に資する
ガス事業者
の役割

地域にお
ける脱炭
素化・低
炭素化

 地域資源を活用した地域
の脱炭素化（エネルギーの地
産地消）

 脱炭素化技術の地方展
開

 地域におけるセクターカップ
リングの推進

 トランジションにおける地域
の熱需要のCO2削減

 （民）自治体・民間事業者等との連
携の推進、地域資源(水素、バイオガ

ス)の可能性の把握を踏まえた活用
の推進

 （民）大手ガス事業者や日本ガス
協会による脱炭素技術の地方展
開の推進

 （官民）地域での再エネ主力電源
化に伴うセクターカップリングの促進

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進（再エネ・水素等の積極

的な取組）、日本ガス協会等によ
る積極的な支援（地域におけるポテ

ンシャル可能性調査等の実施）、同
業種・他業種・金融・自治体との
連携

 （官民）石炭・石油等から天然ガス
への燃料転換の推進、高効率ガ
スコジェネ等導入支援

ガス事業
者の経営
基盤強化

 電気・ガスの両事業に取り
組むなど経営の多角化

 デジタル技術の活用
 同業種・他業種・金融・自

治体等ステークホルダーとの
連携

 地域社会の課題解決への
貢献

 （民）電気・ガスの両事業に取り組
むことで地域に貢献するなど経営の
多角化の促進

 （民）デジタル技術活用の促進
 （民）同業種・他業種・金融・自治

体等ステークホルダーとの連携の促
進

 （民）地域社会の課題解決に関す
る取組への参画

 （民）ガス事業者自らの主体的な
取組の推進
 電気・LPガスや関連サービスなど

経営多角化の推進
 業務効率化や新サービス創出に

資するデジタル技術の活用
 同業種・他業種との連携
 脱炭素化やまちづくりといった地域

社会の課題解決に関する自治
体・金融等との連携

 （官民）日本ガス協会・経済産業
局等による積極的な支援（地方自
治体との連携など成功事例の横展開、
伴走型支援等）
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（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 委員名簿

座長

山内 弘隆 一橋大学大学院経営管理研究科 特任教授

委員

秋元 圭吾 公益財団法人地球環境産業技術研究機構 システム研究グループ グループリーダー

上田 絵理 株式会社日本政策投資銀行産業調査部 産業調査ソリューション室 課長

柏木 孝夫 東京工業大学 特命教授

橘川 武郎 国際大学大学院国際経営学研究科 教授

柴田 善朗 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 研究主幹

林 泰弘 早稲田大学大学院先進理工研究科 教授

又吉 由香 みずほ証券株式会社 グローバル戦略部 上級研究員

松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授

吉高 まり 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 経営企画部 副部長
プリンシパル・サステナビリティ・ストラテジスト

（以上敬称略）
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（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 開催実績

令和２年

第１回（９月４日） －2050年に向けたガス事業の在り方について

・日本ガス協会からのヒアリング

第２回（１０月６日）

－サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化、安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

・秋元委員、柴田委員からのプレゼン

・事業者からのヒアリング（川崎重工業、三菱パワー、東京ガス、大阪ガス）

第３回（１０月２６日） －安心・安全な社会に向けたレジリエンス強化

・経済産業省からのヒアリング（石油・天然ガス課、ガス安全室）

・事業者等からのヒアリング（ＪＥＲＡ、東京ガス、大阪ガス、日本ガス協会）

第４回（１２月１６日） －サステナブルな社会に向けた低炭素化・脱炭素化

・国土交通省からのヒアリング（港湾物流戦略室）

・事業者等からのヒアリング（住友化学、中外炉工業、三浦工業、日本ガス協会）

令和３年

第５回（１月２８日） －安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化

・事業者等からのヒアリング（日本ガス協会、サーラエナジー、小田原ガス、日本瓦斯、日本熱供給事業協会）

・関東経済産業局（資源エネルギー環境部）、国土交通省（市街地整備課）からのヒアリング

・上田委員からのプレゼン

第６回（２月２４日） －ガスの役割を果たすための取組

・日本ガス協会からのヒアリング

第７回（３月２３日） －中間とりまとめ（案）

・事業者からのヒアリング（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）




